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１Ｄ０３ 

デジタル・トランスフォーメーション推進のための企業マインドセットに関

する探索的研究：顧客、情報、革新、価値の領域を中心として 

 
○辻 真典（立教大学） 

 
1. はじめに 

近年、クラウドや IoT（モノのインターネット）や AI（人工知能）、ビッグデータ、ロボティクス（ロ
ボットに関する研究の総称）、VR（仮想現実）、AR（拡張現実）、デジタル・ツイン（デジタルの双子）
などのデジタル技術が急速に進化し、社会やあらゆる産業に大きな変化をもたらしている。デジタル・

ネイティブ1を中心に、デジタル技術を活用した新しいサービスや新しいビジネスモデルが登場する中、

従来からビジネスを確立している伝統的な企業（以下、従来型企業）にとっても、デジタル技術を活用

した経営変革へと向かう動きが加速しており、こうした動きはデジタル・トランスフォーメーション（以

下、DX）と呼ばれ、注目を集め、世界的なトレンドとなっている。 
日本においても DXへの注目・関心が高まり、様々な分野でその必要性、喫緊性が認識されてきてい
る反面、実際の DXへの取り組みは多くの企業で進んでいないのが現状である。日本の DXはデジタル
先進国と比べ 10年遅れている (藤井, 2019) という指摘もある。 

DXについては、技術の活用論ではなく、新しい思考の仕方、さらには戦略論そのもの (Rogers, 2016)
や、テクノロジーの問題だけでなく、ビジネスや組織を変革することが必要となる (神岡, 2019)と指摘
されているように、今までの IT 戦略とは異なり、デジタル時代を前提とした企業全体の最適化が求め
られるものと考えられる。 
本研究では、デビット・ロジャース (2016) がその著書で指摘する５つの領域（顧客、競合、情報、
革新、価値）を中心に、企業全体の最適化を促し、DX 推進に影響を与える企業マインドセットの因子
を探索していく。 
 

2. 先行研究 

2.1. DXの定義 

DXはもともと、2004年にスウェーデンのウメオ大学のエリック・スタルターマン教授が提唱したも
ので、「ITは進化し続けるテクノロジーであり、ITの浸透がわれわれ人間の生活に何らかの影響を与え、
その結果、人々の生活をより良い方向に変化させる」という概念である。ITという言葉が使われている
が、いわゆる企業において組織活動を支え管理するために利用される ITよりも広い概念である。また、
社内インフラの管理に焦点を当てた IT 戦略に対し、DX はプロセスパラダイムを超え、製品、サービ
ス、ビジネスモデル全体への影響と変革を含む (Christian, M. et al, 2015) やテクノロジーの問題だけ
でなく、（中略）組織が競争力を高めるために「戦略的にデジタルを利活用できるように、ビジネスや組

織を構造的に転換すること」(神岡, 2019) のように、ITとデジタル、IT戦略と DX戦略は区別した形
で捉えられている。これらに先駆けて、ジョージ・ウェスタ―マンら (2012) が調査に基づきデジタル
による変化のレベルを代替、拡張、変革の３つに区分しているが、代替は今までの機能を実質的に変更

せずに、新たな技術に置き換えること、拡張は性能や機能を大幅に改善することだが、根本的な変更で

はない、変革はプロセスまたは製品をテクノロジーによって根本から定義しなおすことと示されており、

段階的に IT と DX を捉えてはいるものの、最終段階は現状の延長線上とは異なる変化として示してい
る。 
また、経済産業省が 2018 年に発表した「デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイ
ドライン」では、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、個客

や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、

プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」と定義されており、ITとデジタ
ルを明確に区別はしていないものの、企業文化や風土の変革にまで言及する包括的なものとなっている。

2.2.  DXにかかる先行研究 
 Wade, M. et al, (2016) は DXを進めるためのビジネスモデルとしてコスト・バリュー、エクスペリ
                                                  
1 インターネットが民間に開放された 1995年前後以降に生まれたデジタル・ネイティブ企業 (神岡, 2019)  
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エンス・バリュー、プラットフォーマーとしてのバリューの３つのカテゴリーを定義し、それらに対す

る組織能力について述べ、さらに Digital Business Agility（デジタル経営、組織の敏捷性）を DXの成
功要因として提示している。 

Dubois (2016) は、DX推進において変化が求められる Intelligence（エコシステムからの情報収集）、
Integration（組織の統合）、Impact（価値創造）の３つの領域と、それぞれ Initiation（着手）、Ritualization
（形式化）、Internalization（習得）の３段階からなるフレームワークを提唱している。 

Rogers (2016) は DX において大きく変化する領域として CCDIV（顧客、競合、データ、革新、価
値）の５つを挙げている（表１）。 
 

表 1.  DX で変化する５つの領域：CCDIV 

 
資料: Rogers (2016). “The Digital Transformation Playbook” Columbia Business School Publishing を基に筆者加筆修正 

 
河合 (2018) は、DX対応の初動要素としてトップの関与、リーダー/チーミング、検証の３つのステ
ップを上げ、方向性に応じたフレームワークを提示している。 
神岡 (2019) は DXに関する組織文化特性として民主化：サイロを超える、多様性と矛盾を受け入れ
る、経験から学習する、オープンで外向き志向、遊び心・変わることを善しとするという５つを暫定的

に提示している（図１）。 
 

図 1. デジタル変革に関係する組織文化特性 

 
資料: 神岡 (2019). 『デジタル変革とそのリーダーCDO』を基に筆者作成 

 

領域 戦略的テーマ 従来型思考 DX型思考

顧客
Customer

顧客ネットワークの活用
Harness custome networks

マスマーケットとしての顧客
企業から顧客への一方通行のコミュニケーション
企業が主たる影響者
購買を促すためのマーケティング
企業から顧客への一方的な価値提供
規模の経済

活動的なネットワークとしての顧客
コミュニケーションは双方向
顧客が主たる影響者
顧客ロイヤルティを高めるためのマーケティング
企業と顧客は双方向で価値を共創
顧客価値の経済

競合
Competitor

単なる製品ではなく、プラットフォームの形成
Build platforms, not just products

特定の業界内での競争
パートナーと競合の峻別
競争はゼロ・サム・ゲーム
主要な資産は企業内で所有
ユニークな属性と効用のある製品

業界を超えた競争
パートナーと競合の不分明化
主たる領域での競合との協働
主要な資産は企業外部に存在
価値交換の場としてのプラットフォーム

データ
Data

データの資産化
Turn data into assets

データは企業内で創出
データ保存と管理が課題
構造化されたデータのみ活用
データは部門内で管理
データは効率アップのために活用

データはあらゆるところで創出
データの価値ある情報化が課題/戦略的資産
構造化されないデータも活用
データは部門間共有されてこそ価値がある
データは価値創出のために活用

革新
Innovation

高速実験による革新
Innovate by rapid experimentation

直感や上位管理者による意思決定
アイデアの検証は高コスト、遅い、難しい
実験は専門家によって行われ、頻度は少ない
ソリューションの発見が課題
失敗は避けるべきこと
”最終完成”品に着目

仮説の設定とその検証で意思決定
アイデアの検証は低コスト、迅速、簡単に
実験は皆で、継続的に実施
問題の本質を解決することが課題
失敗は学び
MVP（Minimum Viable Prototype）と継続的改善に
着目

価値
Value

提供価値の適合化
Adapt your value proposition

提供価値は業界によって定義される
現在の提供価値に集中
現在のビジネスモデルをできるだけ最適化
既存事業への影響度により変化を判断

提供価値は顧客ニーズの変化により定義される
顧客価値起点で事業機会を探る
前倒しでビジネスモデルを進化
次世代事業の創出により変化を判断
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Westerman et al, (2012) は DXの進捗度（成熟度）をデジタル能力 Digital Intensity（デジタル能
力）と Transformation Management Intensity（リーダシップ能力）の 2軸を用いて 4つのタイプに
分類し、整理したうえで、タイプごとの業績を比較した実証研究を行っている。 
笠原ら (2018) は日本の BtoB 企業を対象とし、DX 技術活用レベルと戦略的マーケティングの浸透
の 2軸を用い 4つのタイプの業績を比較した実証研究を行っている。 
佐々木 (2018) は DX技術の投資レベルと戦略マーケティングの浸透の 2軸を用いて、税理士を中心
としたプロフェッショナルサービスを対象とした実証研究を行っている。 

DX と業績の関連を実証した３つの研究では、それぞれ DX を示す指標のレベルが高くなるほど、企
業がそうでない企業と比較し、高い業績を上げていることが示されている。 
 

3. 研究の概要 

3.1. 目的 

従来型企業が DXに着手し、推進して行くためには、先行研究で示されているようなメカニズムやフ
レームワークの有用性はある。しかし、方法や仕組み、プロセス、組織体制、戦略といった表層的な部

分だけでなく、それらを解釈し方向づけていくベースとなる価値観、考え方、風土、組織文化といった

より深層的な部分も重要であると考える。そこで、こうした深層的な特性をまとめて企業マインドセッ

トとして、どのような企業マインドセットが DX推進に影響を与え、更には業績へ影響するのかを探索
していくことが、本研究の目的である。 
3.2. 方向論 

 本研究を進めていくにあたり、前述したように DXにより変化する領域や組織文化を研究内容とする
もの、業績との関係についての実証研究について先行研究をレビューした。次に DX 先進企業の CDO
へのインタビュー調査を実施し、企業マインドセットの傾向について定性的に調査を行った。そのうえ

で、DX推進に必要な企業マインドセットの傾向を整理し、仮説としての因子を設定した。 
3.3. インタビュー調査 

 2019年９月に５名の CDO（内１名は代理）にそれぞれ１時間のインタビューを実施した。調査対象
者は機縁法で抽出した結果、製造業、建築業、金融・保険業、娯楽業、小売・不動産業と全て異なる産

業の CDO で、女性１名、男性４名であった。インタビューでは表１で示した CCDIV を中心に、組織
やトップの関与、CDO設置前後での変化、重要視している点、ビジョン・ミッション、デジタル技術の
導入・利活用状況などについて伺った。 
 その結果、共通するキーワードとしては、「とりあえずやってみる」「スピード感が大切」「失敗は学び」

「アジャイル開発」「顧客起点」「顧客＝利用者」「外部リソースの活用（競合も選択肢）」「デジタル技術

＝ツール」「ミッションの共有」「DX推進部門が社内起点（実証実験、社内調整も）」などが確認できた。
またこれらは表１で示した DX型思考に当てはまるものであった。 
3.4. DX推進のための領域 

 インタビュー調査と先行研究レビューより、CCDIV を神岡 (2019) が示す組織文化特性の項目（図
１）で補うことで、網羅的になり得ると判断し、以下の領域を仮説として設定した。 
  ①顧客  
  ②競合 
  ③データ 
  ④革新 

 ⑤価値 
 ⑥リスク許容度 
 ⑦外向き志向 
 ⑧多様性 
 ⑨敏捷性 

3.5. 今後の課題 

 今回設定した領域についての操作化を行い、DX の進展度合い（成熟度合い）との関係を明らかにし
ていく。また、業績との関係についても明らかにしていくことで、従来型企業が DXを推進していく上
での、テクニカルなものではなく、企業マインドセットという深層的な部分における変革への対応の示

唆を見出していきたい。 
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